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BASFグループ / BASFジャパン
における化学物質管理の取り組み

Interview

BASFジャパン（株）　環境安全部　部長
宮田　祐子 （みやた　ゆうこ）
環境安全部　製品安全室　マネージャー
小笠原　嘉美 （おがさわら　よしみ）
コーポレート・アフェアーズ部　エクスターナル・コミュニケーションズ マネージャー
馬込　綾子 （まごめ　あやこ）

ドイツに本社をおくBASF社は、その歴史や規模からも世界を代表する化学メーカーの 1 つです。今号では、日本法人

の BASFジャパン株式会社へと赴き、ときにグローバル企業としての立場から、ときに日本市場における一企業の立場

から、さまざまなお話を伺うことができました。サプライチェーン管理、法令への対応、またプラスチック廃棄物を熱

分解油へと戻すことのできるという革新的な ChemCyclingプロジェクトの紹介など、読者の皆様にとっても興味をもっ

ていただける話題が見つかるのではないかと思います。

折しもこの 2019 年 10 月に、BASFジャパンは 70 周年を迎えられたと聞きます。日本法人として、ますますの発展を

お祈り申し上げます。

BASFジャパン本社の入り口にて　左から宮田氏、小笠原氏

月刊 化学物質管理サンプル記事
ＨＰはこちらhttps://johokiko.co.jp/chemmaga/
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――　本日はこのような機会をご提供いただき感謝い

たします。どうぞよろしくお願いいたします。

宮田　小笠原　馬込　どうぞよろしくお願いいたしま

す。

――　本日は BASF様の化学物質管理の取り組みにつ

いてお伺いしたく考えておりますが、まずは BASF様

の歴史や企業活動のあらましについてお話しいただけ

ますでしょうか。

宮田　はい。BASFはドイツ南西部のルートヴィッヒ

スハーフェンに本社を置く総合化学メーカーです。は

じまりは合成染料（インディゴ）を扱う企業でした。

1865 年に創業し、150 年以上の歴史を有しています。

2019 年現在、ケミカル、マテリアル、インダストリ

アル・ソリューション、サーフェステクノロジー、

ニュートリーション&ケア、アグロソリューションの

6 つの事業セグメントから構成され、幅広いバリュー

チェーンに対応しています。ナフサをクラッキング

して基礎化学品を作るという最上流のプロセスから、

塗料や化粧品原料、農薬の製造といった下流までを、

わたくしたちは対象としています。お客様の業界とし

ても、自動車、建設、医薬品・医療機器、電機・電子、

包装材、パーソナルケア・ホームケア、農業・食品な

ど、ほぼすべての産業にかかわりを持っています。

また、化学品原料を提供するというだけに留まらず、

お客様の商品開発に対してのソリューションも提供さ

せていただいており、お客様と一緒になって新しい製

品開発に取り組んでおります。

2018 2017

売上高（百万ユーロ） 62,675 61,223

従業員数（人） 122,404 115,490

図表 1　90 か国以上にまたがるBASFの売上高と従業員数

ルートヴィッヒスハーフェンをはじめ、BASFは、

フェアブントと呼ばれる総合生産拠点（フェアブン

ト :Verbundは「統合・つながり」を表すドイツ語です）

を、世界各地で 6 箇所運営しています。中でもドイツ

本社のフェアブント拠点は、単一企業が所有する総合

化学コンビナートとしては世界最大の規模です。現

在、2030 年前後のプロジェクト完了を目指し、中国

の広東省で 7 箇所目のフェアブント拠点の建設を進め

ています。

フェアブント拠点では上流から下流まで幅広いバ

リューチェーンに対応しています。生産のリソースを

共有することで、工場としての全体最適化ができるア

ドバンテージを活かしております。たとえば、実際に

CO2 の削減の試みが進んでいます。

ルートヴィッヒスハーフェンのフェアブント拠点では

3 万 5 千人ほどが働いておりまして、親子三代がそこ

で働いているという家庭も少なくないのですよ。

BASFのバリューチェーンとグローバル展開
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図表 2　BASFのフェアブント拠点（統合生産拠点）
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図表 3　ライン川沿いに位置するルートヴィッヒスハーフェンのフェアブント拠点
敷地面積は 10 平方キロメートルに及ぶ。
原材料やエネルギーの効率的な使用のみならず、排出物の削減、物流コストの低減が可能になり、
シナジー効果を発揮している。
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序　論

　中国に新規化学物質の申告制度が導入されてから、

20 年以上経った。中国の最も初期の化学物質規制は、

1994 年まで遡る。すなわち、“化学物質初回輸入およ

び毒物輸入輸出に関する環境管理則 ”である。この規

則は、主に輸入会社を対象としていた。当該規制にお

いては、輸入業者は特定の化学物質を初めて輸入する

際、たとえその化学物質が中国国内で既に大量生産さ

れていた、または他の会社によって輸入されていたと

しても、登録を行わなければならなかった。ただし、

登録に際して試験データの提出は必要とされていな

かった。

　中国化学産業の急速な発展に伴い、中国化学物質の

環境管理体系も改訂されることになった。2003 年、中

国は“新規化学物質環境管理規則”すなわち “国家環境

保護部第 17 号令（Order No.17 of State Environmental 

Protection Administration of China（SEPAC））”（以下第

17 号令）を発行し、2003 年 10 月 15 日、正式に施行さ

れた。それが、化学物質自体を対象とした規制の始ま

りである。中国現有化学物質目録（IECSC）に収載され

ていない化学物質については、いかなる事業者も、製

造または輸入前に適切な登録を済ませる必要がある。

第 17 号令の下では、登録のための中国当局へ申告の
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中国における新規化学物質規制の現状

際は、適切な試験データおよび有害性評価を提供する

必要があった。

　2008 年、欧州化学品規制 REACHに影響を受け、中

国は第 17 号令を改訂した。“新規化学物質環境管理規

則”の改訂版すなわち “中国人民共和国環境保護部第 7

号令（Order No.7 of Ministry of Environmental Protection

（MEP）of the Peopleʼs Republic of China）”（以下第 7 号

令）が 2010 年 1 月 19 日に発行され、2010 年 10 月 15

日に正式に施行された。第 7 号令は第 17 号令の管理

概念を部分的に保持している。すなわち、化学物質自

体を管理し適切な試験データおよび有害性評価を必要

としている。さらに第 7 号令は、リスク評価、分類登

録および分類管理の概念を初めて導入した。加えて環

境保護部（以下MEP）は、中国の新規化学物質の申告を

関連事業者たちへ促すために、2010 年 9 月に “新規化

学物質申告および登録の手引き ”を発行した。本手引

きの要求データは 2017 年に改訂された。改訂内容は、

毒性および環境毒性データの申告要求項目の変更（例

えば、急性毒性データは経口、経皮、吸入のどれか

一つを選択すれば良いなど）ならびに物理化学的性質、

毒性、環境毒性データの免除（例えば、レベル 2 で必

要とされていた 90 日間反復投与毒性試験、14 日間魚

毒性試験が不要になったなど）などが含まれる。

Intertek上海　Maggie Xu （マギー　シュ）

翻訳者　インターテック　ジャパン（株）　波多野　美香 （はたの　みか）

半田　阿沙子 （はんだ　あさこ）
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　現在、中国における新規化学物質申告は、2010 年

にMEPによって発行された第 7 号令により管理されて

いる。所轄の官庁は、国家組織の調整に伴い、以前の

中国環境保護部固体廃棄物および化学品管理技術中心

（MEP-SCC）から、中国生態環境部固体廃棄物および

化学品管理中心（Solid Waste and Chemical Management 

Technology Center  of  the  Minis t ry  of  Ecology and 

Environment）（以下 SCC-MEE）になった。

　SCC-MEEは中国現有化学物質目録（IECSC）に収載

されていない新規化学物質のみを管理している。全て

の新規化学物質は、中国国内で研究、製造、輸入およ

び加工される前に申告および登録されなければなら

ず、さもなければこれら全ての活動は禁じられる。

1. 中国における新規化学物質と既存化
学物質の定義および中国化学物質目
録

　第 7 号令によれば、現有化学物質目録に収載されて

いない全ての化学物質は新規化学物質とみなされる。

新規化学物質は、中華人民共和国の領域内で製造され

る前に、あるいは域内に輸入される前に、届出または

申告する必要がある。一方、化学物質が現有化学物質

目録に収載されている場合は既存化学物質とみなさ

れ、環境保護部第 7 号令による管理の対象外となる。 

　中国において新規化学物質の届出・申告の過程で、

現有化学物質目録は最も重要な関係書類である。現有

化学物質目録を調べることにより対象化学物質が新規

化学物質であるか、さらに届出・申告が必要かを確認

できる。第 7 号令第 41 条によれば、通常申告にて登

録された新規化学物質および有害新規化学物質（重要

環境管理の対象となる有害新規化学物質を含む）は、

現有化学物質目録への収載申請が可能である。

　現有化学物質目録の初版は 2013 年 3 月に発行

された。収載された化学物質数は 45,612 である。

2016年 6月に 31物質が追加され、さらに 2018年 11月、

2019 年 1 月にそれぞれ 45 物質、28 物質が追加された。

最新版では 45,716 の物質が収載されている。

　現有化学物質目録の秘密の部に収載されている化学

物質の同定情報を第三者である企業が利用することは

できない。ただし、対象化学物質が秘密の部に収載さ

れているかの確認は中国環境保護局に依頼可能であ

る。

2. 申告の種類および書式

　申告量と申告目的に基づいて、中国の新規化学

物質申告は、次の 3 種類に分けられている ;通常申

告（regular notification（RN））、 簡 易 申 告（simplified 

notification（SN））および科学研究報告届出（scientific 

research record notification（SRR））である。申告の難

易度は、高い方から、通常申告（regular notification

（RN））、 簡 易 申 告（simplified notification（SN））、 科

学研究報告届出（scientific research record notification

（SRR））の順である。

　一般的には、新規化学物質の生産および輸入量によ

り、どの種類の申告をするかを選択することになる。

生産および輸入量が年間 1 トンを超える場合には、通

常申告（RN）、生産および輸入量が年間 1 トンを超え

ない場合、簡易申告（SN）をそれぞれ選択する。さら

に、生産および輸入量が年間 100 kgを超えない場合

には、科学研究報告届出（SRR）を選択することができ

る。しかし、上記の一般的な条件に加えて、いくつか

の特殊なケースにおける新規化学物質のための申告形

式も存在する。そのため、新規化学物質の申告を行う

際は様々な要素を包括的に考慮し、最終的には最も適

した申告方法を選択する必要がある。

　新規化学物質の申告量によって、通常申告（RN）は、

申告量の低い順にレベル I、レベルⅡ、レベルⅢ、レ

ベルⅣに分けられている。加えて、通常申告（regular 

notification（RN））には次の形式が存在する ;系列申

告（Serial notification）、 連 合 申 告（Joint notification）、

連 合 系 列 申 告（Joint serial notification）、 後 続 申 告

（Repeated notification）、登録された申告量レベルの増

加のための再申告、登録された用途変更のための再

申告である。同様に、簡易申告（SN）も状況に基づい
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はじめに

 　RoHS（II）指令の技術文書に求められる内容は前号

で説明した。具体例として、 “ 松浦科学株式会社 ”の

“ROM Writer Model WZ-25A” の技術文書を紹介する。

なお、この製品は架空の製品である。

1. 目次例

　事例の製品は、EMC（Electromagnetic Compatibility）

指 令（2014/30/EU）、 低 電 圧 指 令（2014/35/EU）及 び

RoHS（II）指令（2011/65/EU）が適用される。

　技術文書は、この 3指令への適合を宣言するもので、

構成文書（目次）を別紙（本稿末を参照）に示す。文書番

号WZ-25A_GEN-001 などの構成文書には、根拠文書

（Documents）等がリンクされており、トレースできる

ようにしている。

　技術文書は宣言対象製品毎に作成するが、共通部分

がある場合は、文書構成表（目次）により、文書構成を

明確にすることができる。

　本稿では、紙数の関係で RoHS（II）指令に関する技

術文書§4 について紹介する。

　技術文書は指令により異なるが、RoHS（II）指令は公

用語（24 言語）の一つでよい。日本企業は、技術文書

は記述作業段階では日本語で記述し、完成後に自社又

特
集
特
集
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RoHS（II）指令（2011/65/EU）が求める技術文書

－ 技術文書のひな型 －

は委託して英訳することが多い。

　本稿は日本語版であるが、項目名及び一部参考で英

語表記をする。

2. 技術文書のひな形

　RoHS（II）指令に関連する主要事項の記述例を紹介

する。

2.1　目次（Contents）

§4 の構成は次の通りとなる。

---------

§4. RoHS DESCRIPTION

§4.1 Typical List of Overview Documentation

§4.1.1 RoHS Directive （2011/65/EU）

§4.1.2 Category of EEE

§4.1.3 Approach to compliance

§4.1.4 Estimation of Compliance with Materials,

Parts and EEE

§4.2 Typical Compliance Documentation

§4.2.1 A definition of the Compliance Assurance

system

§4.2.2 A formally defined process

§4.2.3 A technical documentation system

§4.2.4 Evaluation of compliance

（一社）東京環境経営研究所

理事長　松浦　徹也 （まつうら　てつや）
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§4.2.5 Evidence that the system

§4.2.6 Overview of any internal data system

§4.2.7 Explain RoHS Evidence Sheet from Supplier

§4.2.8 RoHS Compliance Check List

§4.3 The Applicable Standard

---------

2.2　記述例

§4.1 Typical List of Overview Documentation

§4.1.1 RoHS Directive （2011/65/EU）

このテクニカルドキュメンテーションは、Matsuura

Scientific Co.,LtdによるWZ-25Aの製品の RoHS指令の

整合規格 EN 50581:2012 の要件に基づいて説明してい

ます。技術文書の構成フローや引用文献類の記述は割

愛しています。

§4.1.2 Category of EEE

Category: 9.

この製品は主に製品開発部署などで使うことを想定

しています。オペレーターは特別に教育を受け、専門

知識を得た者が測定、評価、決定をします。よってこ

の製品は専門家向けのための工業用監視、制御装置に

該当します。

§4.1.3 Approach to compliance

当社は開発、設計、購買、生産やサービスなどのプ

ロセスの運用計画を他のマネジメントシステムの構

成要素との整合をとって、効果的に計画することを

目的に、「松浦科学株式会社 順法及び品質保証システ

ム（Matsuura Scientific Co., Ltd. Compliance and Quality 

Assurance System:CAS）」により運用し維持していま

す。

　製品の順法対応は、2 ステップで運用しています。

（1） 順法認証済データベース（順法認証済DB）への登録

　順法認証済データベースは、CASの構成サブシステ

ムの「含有化学物質管理システム」で管理しています。

（ⅰ） リスク評価

　整合規格 EN 50581:2012 をベースとした「順法認証

済データベース登録手順」、次のようにリスク評価を

します。

・ 自社及びサプライヤの製造工法（工程）・作業方

法による特定有害化学物質の含有や混入などの

順法に関連するリスク評価

・ 部 品、 材 料、 ユ ニ ッ ト、EEE（Electrical and

Electronic Equipment）について特定有害化学物質

の含有や混入の可能性などの順法に関連するリ

スク評価

（ⅱ） 順法確証データ

リスク評価から順法確証データを指定して、順法性

等を確認し順法認証済DBに登録します。

（2） 設計及び製造

　設計は、順法認証済 DBに登録された部品、材料、

ユニットを採用します。

購買は、設計情報により順法認証済DBに登録され

たサプライヤに部品、材料、ユニットを手配します。

　製造は、設計情報により順法認証済DBに登録され

た作業方法に準じて作業をします。

　4.2 項で当社のCASの説明をします。

§4.1.4 Estimation of Compliance with Materials,  Parts

and EEE

　当社の CASは、使用する材料、部品、ユニット及び

EEEの RoHS指令附属書 IIの特定有害物質の非含有の

確認は次の手順で行います。なお、RoHS指令附属書

III及び附属書 IVの除外用途を適用しています。

（1） 新規部品類を登録する際は以下の種類に分けて新

規部品のリスク評価を行います。リスク評価に応じて

次の確証から順法性を確認します。

・ 汎用購入品（カタログ品）:カタログ及び /又はサ

プライヤの適合宣言書及び /又は chemSHERPA_

AI

・ 仕様付購入品 :サプライヤの適合宣言書、及び /
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1. 太陽金網の事業概要

1.1 太陽金網株式会社の会社紹介

　現在の太陽金網株式会社は 1945 年 11 月に前身であ

る「太陽産業」として大阪にて創業し、創業時から“顧

客優先 ”という営業スタイル、人材育成を優先する経

営姿勢にて、堅実に事業拡大を行ってきた。当初より

“生産設備を持たない専門商社 ”としての基礎固めが

なされ、その後、社名を「太陽金網商会」と改め、大

阪についで東京進出で事業をさらに拡充していった。

1961年に社名を「太陽金網株式会社（以降、太陽金網）」

と改め現在に至っている。また太陽金網は、米国ケン

ブリッジ社の日本総代理店となったことにより海外調

達を始めており、続いて米国エクスメット社、米国コ

メリックス社（現パーカーハネフィン）の日本総代理店

となった。2001 年以降には北米、アジアに海外拠点

を開設して、グローバル展開を図っている。

1.2 国内拠点及び海外拠点

　太陽金網の拠点は国内 10 拠点、北は東北（秋田）か

ら南は九州（鹿児島）と日本全体に営業所を展開してい

る。2017 年に神奈川と大阪にあった流通センターを大

阪に集約し太陽金網グランドセンター（TGC）として開

設した。物流部門だけではなく、購買部門、品質保証

部門、設計開発部門を集約し、全体業務管理、連携を

効率よくできるようにしている。国外は 6 拠点で、北

米 1 拠点、中国 2 拠点、シンガポールとタイに各 1 拠

点を展開し、さらに上海に品質管理部門を併設した流

通センターを開設しローカル企業との直接取引、社内

検査を実施している（図表 1）。

1.3 取扱商品群

　当社にて取り扱う商品は金網関連商品と EMI/熱対

策関連商品に大分される（図表 2）。両方とも用途は広

く、対象となる業種は多い。ものづくりをしている顧

客であれば、何かしらの形で貢献できるものである。

また産業用の超高温接着剤なども取り扱っている。
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